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消滅時効

　時効制度とは、一定期間の経過により、権利が発生したり、消滅したりしてしまう制度である。その

旨は①「権利の上に眠るものは保護に値せず」という考え方、②永続した事実状態の尊重、③事実証明

の困難の救済、などにある。制度を利用する上で、①債権の種類、②いつ頃発生した債権なのか、③そ

の債権（債務）の存在が事実であるか、を把握することはとても重要である。日常生活に密着した債権

は、長期にわたり不安定な取引状態におかないように、短期時効制度になっている。

　【消滅時効一覧】
事項の期間 消滅する権利 条文

3ヶ月 相続の限定承認・相続放棄 民法915条

6ヶ月 消費者契約法の取消権 消費者契約法7条

1年

1ヶ月以内の短期雇用の給料

飲食費、宿泊費、運送費、貸席費

動産賃料、ビデオ・ＣＤのレンタル料、技術鑑賞

売主の瑕疵担保責任による損害賠償請求権

民法174条1号

民法174条3号4号

民法174条5号

民法570条

2年

弁護士費用、公証人の費用

一般商品代金、新聞購読料

電気、ガス料金

美容院、エステ代金

学校の授業料、塾などの月謝

離婚による財産分与

給料などの労賃

保険会社に対する保険金支払い請求権（業界標準約款は3年）

民法172条

民法173条1号

　　　同

民法173条2号

民法173条3号

民法768条

労働基準法115条

商法663条

3年

不法行為（交通事故など）による損害賠償・慰謝料

医師治療代、薬剤師調剤代金

技師、請負人の工事代金（工事終了時から起算）

ＰＬ法による損害賠償請求権

弁護士、公証人の職務上書類についての責任

民法724条

民法170条1号

民法170条2号

製造物責任法5条

民法171条

5年

商行為による債権（クレジットの返済金、銀行預金）

商行為による債務不履行の損害賠償請求権

サラ金（最後に返済した日の翌日から起算）

民法の取消権（行為のときから20年）

家賃、地代

地方税金

一般土地・工作物について請負人の担保責任

商法522条

商法522条

商法522条

民法126条

民法169条

地方税法18条

民法638条

10年

民事債権（個人間の売買代金、金銭貸借）

判決で確定した債権

新築住宅の基本構造部分売主・請負人の担保責任

民法167条1項

民法174条の2

住宅品確法87条88条

20年 地上権、永久小作権、地役権 民法167条2項
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